
調 査 結 果 の 概 要

１ 概 況

商 店 数 は ， ３ 万 ５ ７ ７ ３ 店 前 回 比 △ ５ ． ９ ％ の 減 少

従 業 者 数 は ， ２ ５ 万 ５ ４ ６ １ 人 前 回 比 △ ０ ． ０ ％ の 微 減

年 間 商 品 販 売 額 は ， １ ２ 兆 ５ ７ ９ ３ 億 円 前 回 比 △ １ ７ ． ７ ％ の 減 少

第 １ 図 宮 城 県 の 商 店 数 ， 従 業 者 数 ， 年 間 商 品 販 売 額 推 移

第 １ 表 宮 城 県 の 商 店 数 ， 従 業 者 数 及 び 年 間 商 品 販 売 額 の 推 移

商　　店　　数 従　業　者　数 年間商品販売額

増　減　率 指数 増　減　率 指数 増　減　率 指数

実数 年平 60年 実数 年平 60年 実数 年平 60年

均率 =100 均率 =100 均率 =100

店 ％ ％ 人 ％ ％ 百万円 ％ ％

昭和49年 34,393 5.4 2.7 91.4 162,326 5.3 2.6 83.3 4,246,233 60.9 26.8 41.1

51年 36,160 5.1 2.5 96.1 174,683 7.6 3.7 89.6 5,769,234 35.9 16.6 55.9

54年 37,299 3.1 1.0 99.2 181,494 3.9 1.2 93.1 7,131,266 23.6 7.1 69.0

57年 39,589 6.1 2.0 105.3 200,675 10.6 3.4 103.0 9,584,832 38.2 11.4 92.8

60年 37,611 △5.0 △1.7 100.0 194,899 △2.9 △1.0 100.0 10,328,712 4.8 1.6 100.0

63年 39,225 4.3 1.4 104.3 222,912 14.4 4.5 114.4 11,414,928 10.5 3.3 110.5

平成 3年 40,020 2.0 0.7 106.4 236,228 6.0 1.9 121.2 14,640,661 28.3 8.4 141.7

6年 37,507 △6.3 △2.1 99.7 245,089 3.8 1.2 125.8 14,169,359 △3.2 △1.1 137.2

9年 34,539 △7.9 △2.7 91.8 231,032 △5.7 △1.9 118.5 13,610,705 △3.9 △1.3 131.8

11年 35,773 △5.9 △2.9 86.2 255,461 △0.0 △0.0 118.0 12,579,257 △17.7 △8.9 108.4

注，平成11年調査において事業所の捕そくを行っており，増減率・指数については時系列を考慮したもので算出している。
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     注，平成11年調査において事業所の捕そくを行っており，指数については時系列を考慮したもので算出している。



第 ２ 表 宮 城 県 の 商 店 数 ， 従 業 者 数 及 び 年 間 商 品 販 売 額 の 動 向

（ 参 考 ） 全 国 の 商 店 数 ， 従 業 者 数 及 び 年 間 商 品 販 売 額 の 動 向

全　　　　　　　　　　　国
平  成  １１  年  （1999） 平  成  ９  年  （1997）

実　　　　数 構成比
対前回
増減率

実　　　　数 構成比
対前回
増減率

（％） （％） （％） （％）

商 店 数 合　計 1,832,734 100.0 △7.0 1,811,270 100.0 △6.1

卸売業 425,850 23.2 △5.2 391,574 21.6 △8.8

（店） 小売業 1,406,884 76.8 △7.5 1,419,696 78.4 △5.4

従業者数 合　計 12,524,768 100.0 △0.5 11,515,397 100.0 △3.8

卸売業 4,496,210 35.9 △5.9 4,164,685 36.2 △9.1

（人） 小売業 8,028,558 64.1 2.6 7,350,712 63.8 △0.5

年間商品 合　計 639,285,131 100.0 △9.3 627,556,411 100.0 △4.6

販 売 額 卸売業 495,452,580 77.5 △9.7 479,813,295 76.5 △6.7

（百万円） 小売業 143,832,551 22.5 △8.0 147,743,116 23.5 3.1

   資料：「通商産業大臣官房調査統計部　平成11年商業統計表」による。

   注，平成11年調査において事業所の捕そくを行っており，増減率については時系列を考慮したもので算出している。

区 分

宮　　　　　　城　　　　　　県
     平  成  １１  年  （1999）

実　　　　数 構成比
対前回
増減率

全国
順位
実　　　　数 構成比

対前回
増減率

全国
順位

（％） （％） （％） （％）

商 店 数 合　計 35,773 100.0 △5.9 15 34,539 100.0 △7.9 15

卸売業 9,491 26.5 △2.3 12 8,307 24.1 △10.5 13

（店） 小売業 26,282 73.5 △7.1 16 26,232 75.9 △7.1 17

従業者数 合　計 255,461 100.0 △0.0 13 231,032 100.0 △5.7 13

卸売業 99,080 38.8 △4.9 12 89,753 38.8 △10.6 13

（人） 小売業 156,381 61.2 3.1 15 141,279 61.2 △2.3 15

年間商品 合　計 12,579,257 100.0 △17.7 11 13,610,705 100.0 △3.9 12

販 売 額 卸売業 9,849,050 78.3 △20.5 9 10,864,972 79.8 △5.4 8

（百万円） 小売業 2,730,207 21.7 △6.9 15 2,745,733 20.2 2.4 15

   注，平成11年調査において事業所の捕そくを行っており，増減率については時系列を考慮したもので算出している。

平  成  ９  年  （1997）

区 分



２ 商 店 数

３ 万 ５ ７ ７ ３ 店 （ 前 回 比 △ ５ ． ９ ％ の 減 少 ）

業種別にみると，卸売業は９４９１店（前回比△２．３％減）であり，小売業は

２万６２８２店（同△７．１％減）となった。

従業者規模別の構成比をみると 「１～２人規模」が４０．０％（１万４３１３，

店）と最も多く，次いで 「３～４人規模」が２２．４％（８００１店 「５～９， ），

人規模」が２０．１％（７１８４店）となっており，これら「１～９人規模」で８

２．５％（２万９４９８店）を占めている。

経営組織別の構成比をみると，法人商店が５５．９％（１万９９９３店 ，個人）

商店が４４．１％（１万５７８０店）の割合となっている。

単独店，本店，支店別では，単独店が２万２５８９店，本店が１５９２店，支店

が１万１５９２店となっている。

（第２図，３図，４図，分析表第１表，統計表第１表，第３表参照）

（１）卸売業

業種別（産業中分類別）にみると前回に比べ増加したのは，各種商品卸売業（前

回比７．７％増）のみで，建築材料、鉱物・金属材料卸売業（同△６．４％減 ，）

繊維・衣服等卸売業（同△５ ２％減 ，その他の卸売業（同△１．７％減）など５. ）

業種が減少した。

， ． （ ） ，業種別の構成比をみると 機械器具卸売業２８ ９％ ２７４４店 が最も多く

以下，飲食料品卸売業２４．４％（２３１７店 ，建築材料、鉱物・金属材料等卸）

売業２２．６％（２１４７店）の順となっており，この３業種で全体の７５．９％

（７２０８店）を占めている。

従業者規模別の構成比をみると 「５～９人規模」が２９．０％（２７５０店），

と最も多く，次いで 「３～４人規模」が２３．４％（２２２２店 「１～２人規， ），

模」が１８．７％（１７７２店）となっており，これら「１～９人規模」で７１．

１％（６７４４店）を占めている。

経営組織別の構成比をみると，法人商店が８５．３％（８０９５店 ，個人商店）

が１４．７％（１３９６店）の割合となっている。

（第２図，５図，分析表第１表，統計表第１表参照）

（２）小売業

業種別（産業中分類別）にみると前回に比べ増加したのは，各種商品小売業（前

回比３．６％増）のみで，飲食料品小売業（同△９．５％減 ，家具・じゅう器・）

家庭用機械器具小売業（同△７．２％減 ，織物・衣服・身の回り品小売業（同△）

６．０減）など５業種が減少した。

， ． （ ） ，業種別の構成比をみると 飲食料品小売業３７ ２％ ９７８６店 が最も多く

以下，その他の小売業３４．１％（８９７４店 ，織物・衣服・身の回り品小売業）

１３．０％（３４２３店）の順となっており，この３業種で全体の８４．４％（２

万２１８３店）を占めている。

従業者規模別の構成比をみると 「１～２人規模」が４７．７％（１万２５４１，

店）と最も多く，次いで 「３～４人規模」が２２．０％（５７７９店 「５～９， ），

人規模」が１６．９％（４４３４店）となっており，これら「１～９人規模」で８

６．６％（２万２７５４店）を占めている。

経営組織別の構成比をみると，法人商店が４５．３％（１万１８９８店）で，個

人商店が５４．７％（１万４３８４店）の割合となっている。

（第２図，５図，分析表第１表，統計表第１表参照）



第 ５ 図 商 店 数 の 業 種 別 構 成 比

第４図　商店数の従業者規模別構成比の推移
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第２図　卸売小売別，法人個人別商店数
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第３図　卸売小売別，単独店・本店
　　　　支店別の商店数
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３ 従 業 者 数

２ ５ 万 ５ ４ ６ １ 人 （ 前 回 比 △ ０ ． ０ ％ の 微 減 ）

業種別にみると，卸売業は９万９０８０人（同△４．９％減）であり，小売業は

１５万６３８１人（同３．１％増）となった。

従業者規模別の構成比をみると 「１０～１９人規模」が２０．２％（５万１６，

３１人）と最も多く，次いで 「５～９人規模」が１８．２％（４万６５２０人 ，， ）

「２０～２９人規模」が１０．８％（２万７５７０人）となっており，これら「５

～２９人規模」で４９．２％（１２万５７２１店）を占めている。

経営組織別の構成比をみると，法人商店が８３．４％（２１万２９８１人 ，個）

人が１６．６％（４万２４８０人）の割合となっている。

単独店，本店，支店別では，単独店が１０万２９９人，本店が２万６９８０人，

支店が１２万８１８２人となっている。

（第６図，７図，８図，分析表第１表，統計表第１表参照）

（１）卸売業

業種別（産業中分類別）にみると，前回に比べ建築材料，鉱物・金属材料等卸売

業（前回比△１１．１％減 ，繊維・衣服等卸売業（同△１０．８％減 ，各種商） ）

品卸売業（同△１０．２％減）など全業種で減少した。

業種別の構成比をみると，機械器具卸売業２８．９％（２万８６３０人）が最も

， ， ． （ ）， ．多く 以下 飲食料品卸売業２５ ８％ ２万５５４６人 その他の卸売業２２

０％（２万１８４６人）の順となっており，この３業種で全体の７６．７％（７万

６０２２人）を占めている。

従業者規模別の構成比をみると 「１０～１９人規模」が２２．０％（２万１７，

５０人）と最も多く，次いで 「５～９人規模」が１８．４％（１万８２１５人 ，， ）

「３０～４９人規模」が１２．６％（１万２４５５人）となっており，これら従業

者規模で５２．９％（５万２４２０人）を占めている。

経営組織別の構成比をみると，法人商店が９６．４％（９万５４７８人 ，個人）

商店が３．６％（３６０２人）の割合となっている。

（第６図，９図，分析表第１表，統計表第１表参照）

（２）小売業

業種別（産業中分類別）にみると前回に比べ増加したのは，飲食料品小売業（前

回比７．５％増）が最も多く，織物・衣服・身の回り品小売業（同２．８％増 ，）

その他の小売業（同２．４％増）など４業種であった。

一方，減少したのは，自動車・自転車小売業（前回比△７．１％減 ，各種商品）

小売業（同△３．２％減）の２業種であった。

業種別の構成比をみると，飲食料品小売業３９．０％（６万１０４１人）が最も

多く，以下，その他の小売業３２．３％（５万４６９人 ，織物・衣服・身の回り）

． （ ） ， ．品小売業８ ９％ １万３９５３人 の順となっており この３業種で全体の８０

２％（１２万５４６３人）を占めている。

従業者規模別の構成比をみると 「１０～１９人規模」が１９．１％（２万９８，

８１人）と最も多く，次いで 「５～９人規模」が１８．１％（２万８３０５人 ，， ）

「３～４人規模」が１２．６％（１万９６６２人）となっており，これら「３～１

９人規模」で４９．８％（７万７８４８人）を占めている。

経営組織別の構成比をみると，法人商店が７５．１％（１１万７５０３人 ，個）

人商店が２４．９％（３万８８７８人）の割合となっている。

（第６図，９図，分析表第１表，統計表第１表参照）



第 ９ 図 従 業 者 数 の 業 種 別 構 成 比
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第６図　卸売小売別，法人個人別従業者数
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第８図　従業者数の従業者規模別構成比の推移
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第７図　卸売小売別，単独店・本店
　　　　支店別の従業者数
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４ 年 間 商 品 販 売 額

１ ２ 兆 ５ ７ ９ ３ 億 円 （ 前 回 比 △ １ ７ ． ７ ％ の 減 少 ）

業種別にみると，卸売業は９兆８４９１億円（前回比△２０．５％減）であり，

小売業は２兆７３０２億円（同△６．９％減）となった。

従業者規模別の構成比をみると 「１０～１９人規模」が２２．６％（２兆８３，

８９億円）と最も多く，次いで 「５～９人規模」が１６．７％（２兆１００２億，

円 「１００人以上規模」が１５．０％（１兆８９１１億円）となっており，こ），

れらの従業者規模で５４．３％（６兆８３０２億円）を占めている。

経営組織別の構成比をみると，法人商店が９６．９％（１２兆１８８０億円 ，）

個人商店が３．１％（３９１２億円）の割合となっている。

単独店，本店，支店別では，単独店が２兆１９３７億円，本店が１兆４８２０億

円，支店が８兆９０３６億円となっている。

（第１０図，１１図，１２図，分析表第１表，統計表第１表，第３表参照）

（１）卸売業

業種別（産業中分類別）にみると，前回に比べ，繊維・衣服等卸売業（前回比△

３３．１％減 ，各種商品卸売業（同３３．０％減 ，建築材料、鉱物・金属材料） ）

等卸売業（同△２７．９％減）など全業種で減少した。

業種別の構成比をみると，飲食料品卸売業２７．３％（２兆６８５１億円）が最

も多く，以下，機械器具卸売業２５．８％（２兆５４２４億円 ，建築材料、鉱物）

・金属材料等卸売業２５．７％（２兆５２６４億円）の順となっており，この３業

種で全体の７８．７％（７兆７５３９億円）を占めている。

従業者規模別の構成比をみると 「１０～１９人規模」が２２．９％（２兆２５，

８７億円）と最も多く，次いで 「５～９人規模」が１５．９％（１兆５６３７億，

円 「５０～９９人規模」が１５．３％（１兆５１０１億円）となっており，こ），

れらの従業者規模で５４．１％（５兆３３２５億円）を占めている。

経営組織別の構成比をみると，法人商店が９９．３％（９兆７８３１億円 ，個）

人商店が０．７％（６６０億円）となっている。

（第１０図，１３図，分析表第１表，統計表第１表，第３表参照）

（２）小売業

業種別（産業中分類別）にみると前回に比べ増加したのは，飲食料品小売業（前

回比１．６％増 ，織物・衣服・身の回り品小売業（同０．５％増）の２業種のみ）

。 ， ， （ ． ），となっている 一方 減少したのは 自動車・自転車小売業 同△１６ ７％減

各種商品小売業（同△１３．０％減）など４業種となっている。

業種別の構成比をみると，飲食料品小売業３０．４％（８２９１億円）が最も多

く，以下，その他の小売業２７．３％（７４６３億円 ，自動車・自転車小売業１）

３．２％（３５９６億円）の順となっており，この３業種で全体の７０．９％（１

兆９３５０億円）を占めている。

従業者規模別の構成比をみると 「１０～１９人規模」が２１．３％（５８０２，

億円）と最も多く，次いで 「５～９人規模」が１９．７％（５３６５億円 「１， ），

００人以上規模」が１６．２％（４４１９億円）となっており，これらの従業者規

模で５７．１％（１兆５５８７億円）を占めている。

経営組織別の構成比をみると，法人商店が８８．１％（２兆４０５０億円 ，個）

人商店が１１．９％（３２５２億円）の割合となっている。

（第１０図，１３図，分析表第１表，統計表第１表，第３表参照）



第 図 年間商品販売額の業種別構成比13
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第10図　卸売小売別，法人個人別
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第11図　卸売小売別，単独店・本店

　　　　支店別の年間商品販売額
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５ 売 場 面 積 （ 小 売 業 の み ）

２ ６ １ 万 １ ７ ２ ８ ㎡

業種別（産業中分類別）の構成比をみると，飲食料品小売業３１．４％（８２万７

５１㎡ ，その他の小売業２４．９％（６５万２８７㎡ ，織物・衣服・身の回り品） ）

小売業１５．１％（３９万３３５１㎡）の順になっており，この３業種で７１．４％

（１９４万７１４０㎡）を占めている。

，「 」 ． （ ）従業者規模別の構成比をみると ５～９規模 が１８ ６％ ４８万５９７８㎡

と最も多く，次いで 「１～２人規模」が１７．０％（４４万３７３７㎡ 「１００， ），

人以上規模」が１５．０％（３９万１５２３㎡）の順になっている。

（第１４図，１５図，統計表第１表）

第 図 小売業の売場面積の業種別構成比14
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６ 単 位 当 た り の 年 間 商 品 販 売 額 （ １ 商 店 当 た り ， 従 業 者 １ 人 当 た り ） 及 び

１ 商 店 当 た り の 従 業 者 数

（１）１商店当たりの年間商品販売額

１商店当たりの年間商品販売額は，卸売・小売業の平均では３億５１７３万円

（前回比△１２．６％減）となっている。

（第３表，第４表，分析表第１表，統計表第１表参照）

① 卸売業

卸売業の１商店当たりの年間商品販売額は，１０億３８７１万円（前回比△１

８．７％減）となっている。

業種別にみると各種商品卸売業が１１０億４２２５万円と最も高く，次いで，

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業が１１億７６７３万円，飲食料品卸売業１１

億５８８６万円となっており，６業種中３業種が卸売業の平均を上回っている。

② 小売業

小売業の１商店当たりの年間商品販売額は，１億３８８万円（前回比０．２％

増）となっている。

業種別にみると各種商品小売業２０億６６１８万円と最も高く，次いで，自動

車・自転車小売業２億１２０２万円となっており，６業種中２業種が小売業の平

均を上回っている。

（２）従業者１人当たりの年間商品販売額

従業者１人当たりの年間商品販売額は，卸売・小売業の平均では４９２５万円

（前回比△１７．７％減）となっている。

（第３表，第４表，分析表第１表，統計表第１表参照）

① 卸売業

， （ ．卸売業の従業者１人当たりの年間商品販売額は ９９４４万円 前回比△１６

４％減）となっている。

業種別にみると各種商品卸売業が７億１００３万円と最も高く，次いで，建築

材料，鉱物・金属材料等卸売業が１億３３４９万円，飲食料品卸売業１億５１１

万円となっており，６業種中３業種が卸売業の平均を上回っている。

② 小売業

小売業の従業者１人当たりの年間商品販売額は，１７４６万円（前回比△９．

７％減）となっている。

業種別にみると各種商品小売業が３３７６万円と最も高く，次いで，自動車・

自転車小売業２９９１万円，家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業２３４７万

円，織物・衣服・身の回り品小売業１８５８万円となっており，６業種中４業種

が小売業の平均を上回っている。

（３）１商店当たりの従業者数

１商店当たりの従業者数は，卸売・小売業の平均では７．１人（前回比６．０

％増）となっている （第３表，第４表，分析表第１表，統計表第１表参照）。



① 卸売業

卸売業の１商店当たりの従業者数は，１０．４人（前回比△３．７％減）とな

っている。

業種別にみると各種商品卸売業が１５．６人と最も多く，次いで，繊維・衣服

等卸売業１１．４人，その他の卸売業１１．３人，飲食料品卸売業１１．０人と

なっており，６業種中４業種が卸売業の平均を上回っている。

② 小売業

小売業の１商店当たりの従業者数は，６．０人（前回比１１．１％増）となっ

ている。

業種別にみると各種商品小売業６１．２人と最も多く，次いで，自動車・自転

車小売業７．１人，飲食料品小売業６．２人となっており，６業種中３業種が小

売業の平均を上回っている。

第 ３ 表 １ 商 店 当 た り ， 従 業 者 １ 人 当 た り の 年 間 商 品 販 売 額 ・ １ 商 店 当 た り の 従 業 者 数

１商店当たり 従業者１人当たり

11 年
(1999)
９ 年
(1997)

増減率
11 年
(1999)
９ 年
(1997)

増減率
11 年
(1999)

９ 年
(1997)
増減率

万円 万円 ％ 万円 万円 ％ 人 人 ％

平　均 35,173 39,431 △ 12.6 4,925 5,893 △ 17.7 7.1 6.7 6.0

卸売業 103,871 131,124 △ 18.7 9,944 12,115 △ 16.4 10.4 10.8 △ 3.7

小売業 10,388 10,467 0.2 1,746 1,943 △ 9.7 6.0 5.4 11.1

注，平成11年調査において事業所の捕そくを行っており，増減率については時系列を考慮したもので算出している。

１商店当たり従業者数

区　分



第 ４ 表 卸 売 業 の 単 位 当 た り の 年 間 商 品 販 売 額 及 び １ 商 店 当 た り の 従 業 者 数

第 ５ 表 小 売 業 の 単 位 当 た り の 年 間 商 品 販 売 額 及 び １ 商 店 当 た り の 従 業 者 数

       年 間 商 品 販 売 額 従業者数
１商店当たり 従業者１人当たり １商店当たり

産 業 分 類 別

及 び 従 業 者 規 模 別 平成１１年 平成９年 平成１１年 平成９年 平成１１年 平成９年

万円 万円 万円 万円 人 人

合 計 35,173 39,431 4,925 5,893 7.1 6.7

卸売業計( 5 3 3代理商，中立業を除く) 103,871 131,124 9,944 12,115 10.4 10.8
４８ 各 種 商 品 卸 売 業 1,104,225 1,828,024 71,003 97,395 15.6 18.8
４９ 繊 維 ・ 衣 服 等 卸 売 業 46,538 69,995 4,084 5,377 11.4 13.0
４９１ 繊維品卸売業（衣服，身の回り品を除く） 33,490 50,172 5,693 6,851 5.9 7.3
４９２ 衣 服 ・身 の 回 り品 卸 売 業 48,074 72,649 3,991 5,272 12.0 13.8
５０ 飲 食 料 品 卸 売 業 115,886 126,572 10,511 11,489 11.0 11.0
５０１ 農 畜 産 物 ・水 産 物 卸 売 業 111,552 127,475 11,307 13,227 9.9 9.6
５０２ 食 料 ・ 飲 料 卸 売 業 120,330 125,641 9,852 10,101 12.2 12.4
５１ 建 築 材 料 、鉱 物 ・金 属 材 料 等 卸 売 業 117,673 163,646 13,349 17,093 8.8 9.6
５１１ 建 築 材 料 卸 売 業 84,742 107,495 9,702 10,932 8.7 9.8
５１２ 化 学 製 品 卸 売 業 85,681 117,741 11,248 13,990 7.6 8.4
５１３ 鉱 物 ・金 属 材 料 卸 売 業 290,737 387,243 23,906 31,443 12.2 12.3
５１４ 再 生 資 源 卸 売 業 9,876 9,090 2,043 2,125 4.8 4.3
５２ 機 械 器 具 卸 売 業 92,652 113,807 8,880 10,627 10.4 10.7
５２１ 一 般 機 械 器 具 卸 売 業 78,594 107,695 8,780 11,478 9.0 9.4
５２２ 自 動 車 卸 売 業 82,579 87,804 7,403 8,274 11.2 10.6
５２３ 電 気 機 械 器 具 卸 売 業 128,457 160,849 10,431 12,384 12.3 13.0
５２９ そ の 他 の 機 械 器 具 卸 売 業 66,639 64,316 6,913 6,591 9.6 9.8
５３ そ の 他 の 卸 売 業 84,527 106,166 7,448 9,051 11.3 11.6
５３１ 家具・建具・じゅう器等卸売業 55,366 64,117 6,089 6,817 9.1 9.4
５３２ 医 薬 品 ・化 粧 品 等 卸 売 業 103,273 142,672 7,114 8,558 14.5 16.7
５３３ 代 理 商 ， 仲 立 業 - - - - 3.7 3.3
５３９ 他 に 分 類 され な い 卸 売 業 85,273 107,574 7,983 10,154 10.7 10.6

       年 間 商 品 販 売 額 従業者数
１商店当たり 従業者１人当たり １商店当たり

産 業 分 類 別

及 び 従 業 者 規 模 別 平成１１年 平成９年 平成１１年 平成９年 平成１１年 平成９年

万円 万円 万円 万円 人 人
小 売 業 計 10,388 10,467 1,746 1,943 6.0 5.4

５４ 各 種 商 品 小 売 業 206,618 317,180 3,376 3,801 61.2 83.5
５４１ 百 貨 店 793,082 716,589 3,479 3,874 228.0 185.0

５４９ その他の各種商品小売業（従業者が
常時５０人未満のもの）

9,353 9,438 1,827 1,799 5.1 5.2

５５ 織 物 ・衣 服 ・身 の 回 り品 小 売 業 7,573 7,096 1,858 1,905 4.1 3.7
５５１ 呉 服 ・服 地 ・寝 具 小 売 業 5,606 5,701 1,246 1,355 4.5 4.2
５５２ 男 子 服 小 売 業 8,030 7,634 2,037 2,148 3.9 3.6
５５３ 婦 人 ・ 子 供 服 小 売 業 7,628 7,515 1,906 1,989 4.0 3.8
５５４ 靴 ・ 履 物 小 売 業 4,994 5,133 1,567 1,649 3.2 3.1
５５９ その他の織物・衣服・身の回り品小売業 10,686 8,626 2,409 2,421 4.4 3.6
５６ 飲 食 料 品 小 売 業 8,472 7,256 1,358 1,438 6.2 5.0
５６１ 各 種 食 料 品 小 売 業 31,159 23,619 1,863 2,051 16.7 11.5
５６２ 酒 小 売 業 6,707 6,484 2,067 2,229 3.2 2.9
５６３ 食 肉 小 売 業 3,709 2,836 1,124 1,005 3.3 2.8
５６４ 鮮 魚 小 売 業 3,403 3,869 1,163 1,394 2.9 2.8
５６５ 乾 物 小 売 業 4,057 3,349 1,204 984 3.4 3.4
５６６ 野 菜 ・ 果 実 小 売 業 4,930 5,004 1,416 1,501 3.5 3.3
５６７ 菓 子 ・ パ ン 小 売 業 2,870 2,569 697 743 4.1 3.5
５６８ 米 穀 類 小 売 業 3,993 4,303 1,570 1,585 2.5 2.7
５６９ そ の 他 の 飲 食 料 品 小 売 業 8,430 6,725 1,090 1,103 7.7 6.1
５７ 自 動 車 ・ 自 転 車 小 売 業 21,202 25,020 2,991 3,347 7.1 7.5
５７１ 自 動 車 小 売 業 25,402 30,348 3,081 3,467 8.2 8.8
５７２ 自 転 車 小 売 業 1,090 1,226 702 695 1.6 1.8
５８ 家 具 ・じゅう器 ・家 庭 用 機 械 器 具 小 売 業 10,295 10,257 2,347 2,580 4.4 4.0
５８１ 家 具 ・建 具 ・畳 小 売 業 6,600 6,887 1,677 1,935 3.9 3.6
５８２ 金 物 ・ 荒 物 小 売 業 10,845 11,785 1,938 2,602 5.6 4.5
５８３ 陶 磁 器 ・ガ ラス 器 小 売 業 2,798 2,425 949 939 2.9 2.6
５８４ 家 庭 用 機 械 器 具 小 売 業 13,692 12,814 3,016 3,025 4.5 4.2
５８９ そ の 他 の じ ゅ う器 小 売 業 3,557 7,510 1,109 1,788 3.2 4.2
５９ そ の 他 の 小 売 業 8,316 9,186 1,479 1,683 5.6 5.5
５９１ 医 薬 品 ・化 粧 品 小 売 業 6,309 7,091 1,515 1,966 4.2 3.6
５９２ 農 耕 用 品 小 売 業 16,555 16,585 2,566 2,694 6.5 6.2
５９３ 燃 料 小 売 業 15,602 15,553 2,504 2,831 6.2 5.5
５９４ 書 籍 ・ 文 房 具 小 売 業 10,768 8,654 702 656 15.3 13.2

５９５ ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・  楽器小売業 9,144 9,423 2,010 2,255 4.6 4.2
５９６ 写 真 機 ・写 真 材 料 小 売 業 3,741 3,691 969 1,022 3.9 3.6
５９７ 時 ・眼 鏡 ・光 学 機 械 小 売 業 4,157 4,407 1,250 1,288 3.3 3.4
５９８ 中 古 品 小 売 業 2,127 1,922 741 858 2.9 2.2
５９９ 他 に 分 類 され な い 小 売 業 4,472 6,216 1,338 1,656 3.3 3.8



７ 市 区 町 村 別 の 状 況

（１）商店数

仙台市を５区に分け７５市区町村別の前回比をみると，増加した市区町村は，６

区町で，うち最も増加したのは利府町（前回比５．９％増）であった。次いで，色

麻町（同３．２％増 ，鹿島台町（同１．８％増）などとなっている。）

一方 減少した市区町村は ６７市区町村で うち最も減少したのは三本木町 前， ， ， （

回比△１７．１％減）であった。次いで，北上町（前回比△１５．７％減 ，雄勝）

町（前回比△１５．６％減）などとなっている。

また，増減なしは，高清水町，大衡村の２町村であった。

構成比をみると，青葉区１５．８％（５６５０店）と最も多く，次いで宮城野区

８．６％（３０７０店 ，若林区８．１％（２８８９店 ，石巻市６．２％（２２） ）

２８店 ，太白区５．４％（１９３４店）の順になっている。）

（ 第１６図，第６表，第７－１表，７－２表，分析表第２表）

（２）従業者数

仙台市を５区に分け７５市区町村別の前回比をみると，増加した市区町村は，３

１市区町村で，うち最も増加したのは大衡村（前回比３３．６％増）であった。次

いで，利府町（同２７．４％増 ，中田町（同２６．５％増）などとなっている。）

一方，減少した市区町村は，４４市区町村で，うち最も減少したのは鶯沢町（前回

比△２７ ４％減 であった 次いで 三本木町 同△２３ ６％減 石越町 同． ） 。 ， （ ． ）， （

△２２．７％減）などとなっている。

構成比をみると，青葉区２０．７％（５万２９８７人）と最も多く，次いで宮城

野区１１．５％（２万９２６２人 ，若林区１１．１％（２万８２７３人 ，泉区） ）

７．０％（１万８００１人 ，太白区６．１％（１万５５１３人）とこの５市区で）

５割以上を占めている。

（ 第１７図，第６表，第７－１表，７－２表，分析表第２表）

（３）年間商品販売額

仙台市を５区に分け７５市区町村別の前回比をみると，増加した市区町村は，１

７市区町村で，うち最も増加したのは鹿島台町（前回比６４．３％増）であった。

次いで，富谷町（同５３．０％増 ，花山村（同２５．４％増）などとなってい）

る。一方，減少した市区町村は，５８市区町村で，うち最も減少したのは，大河原

町（前回比△３６．６％減）であった。次いで，一迫町（同△３６．５％減 ，津）

山町（同△３４．２％減）などとなっている。

構成比をみると，青葉区４０．９％（５兆１５１２億円）と最も多く，次いで，

． （ ）， ． （ ），若林区１５ ６％ １兆９５９１億円 宮城野区１３ ９％ １兆７４５９億円

泉区４．８％（５９８０億円 ，太白区３．１％（３９０４億円）とこの５区で７）

割以上を占めている。

（ 第１８図，第６表，第７－１表，７－２表，分析表第２表）



第 １ ６ 図 市 区 町 村 別 （ 商 店 数 ） 構 成 比 第 １ ７ 図 市 区 町 村 別 （ 従 業 者 数 ） 構 成 比

第 １ ８ 図 市 区 町 村 別 （ 年 間 商 品 販 売 額 ） 構 成 比

第 ６ 表 主 な 市 区 町 村 の 商 店 数 ， 従 業 者 数 ， 年 間 商 品 販 売 額 と 増 減 率 ， 構 成 比

15.8

8.6

8.1

6.2

5.4
5.34.0

3.9
3.7
2.1

36.9
宮城野区

若林区

石巻市

泉区

太白区

気仙沼市
塩竈市

古川市

名取市

その他

　商　店　数

　 3万5773店

青葉区

40.9

15.6

13.9

4.8

3.1

21.7

宮城野区

若林区

太白区

泉区

その他

　年間商品
　　　販売額

12兆5793億円

青葉区

20.7

11.5

11.1

7.06.1

5.4

3.4

3.1

2.6

2.4

26.7

宮城野区

若林区

石巻市
太白区 泉区

気仙沼市

塩竈市

古川市

名取市

その他

　従業者数

　25万5461人

青葉区

　　　　　商　　店　　数　 （店） 　　　　　　従 業 者 数　 （人）

順位
（構成比） 市区町村名 11年

(1999)

9年

(1997)

対前回

増減率

11　年

構成比

市区町村名 11年

(1999)

9年

(1997)

対前回

増減率

11　年

構成比

1 青 葉 区 5,650 5,209 △ 6.7 15.8 青 葉 区 52,987 47,435 △ 4.7 20.7

2 宮 城 野 区 3,070 2,789 △ 4.2 8.6 宮 城 野 区 29,262 26,511 △ 2.3 11.5

3 若 林 区 2,889 2,723 △ 6.9 8.1 若 林 区 28,273 26,832 △ 5.8 11.1

4 石 巻 市 2,228 2,400 △ 10.9 6.2 泉 区 18,001 14,164 12.8 7.0

5 太 白 区 1,934 1,668 1.0 5.4 太 白 区 15,513 11,842 15.1 6.1

　　　　　　　年間商品販売額　　（億円）

順位
（構成比） 市区町村名 11年

(1999)
9年
(1997)

対前回
増減率

11　年
構成比

1 青 葉 区 51,512 59,031 △ 23.2 40.9

2 若 林 区 19,591 21,572 △ 17.1 15.6

3 宮 城 野 区 17,459 18,587 △ 19.2 13.9

4 泉 区 5,980 4,853 2.5 4.8

5 太 白 区 3,904 3,463 △ 5.3 3.1
注　「増減率」は平成１１年調査において事業所の捕そくを行ったことから，平成９年以前の数値と整合性を保ち，

　　時系列を考慮したもので算出している。

実　　　数 実　　　数

実　　　数



第 ７ － １ 表 主 な 増 加 市 区 町 村

第 ７ － ２ 表 主 な 減 少 市 区 町 村

　　　　　　商　 店　 数　 （店） 　　　　　　従 業 者 数　 （人）
順位
市区町村名 11年

(1999)

9年

(1997)

対前回

増減率

市区町村名 11年

(1999)

9年

(1997)

対前回

増減率

1 利 府 町 192 170 5.9 大 衡 村 384 273 33.6
2 色 麻 町 71 63 3.2 利 府 町 1,545 1,172 27.4
3 鹿 島 台 町 180 163 1.8 中 田 町 1,354 1,069 26.5
4 泉 区 1,882 1,669 1.4 富 谷 町 1,585 1,180 24.8
5 豊 里 町 118 105 1.0 太 白 区 15,513 11,842 15.1

　　　　年間商品販売額　（億円）

順位
市区町村名 11年

(1999)
9年
(1997)

対前回
増減率

1 鹿 島 台 町 238 140 64.3
2 富 谷 町 629 386 53.0
3 花 山 村 7 5 25.4
4 中 田 町 221 190 13.6
5 金 成 町 90 81 11.1

注　「増減率」は平成１１年調査において事業所の捕そくを行ったことから，平成９年以前の数値と整合性を保ち，

　　時系列を考慮したもので算出している。

実　　　数

実　　　数

実　　　数

        　　　　　商　   店  　 数  　 （店） 　　　　　　従 業 者 数　 （人）

市区町村名 11年

(1999)

9年

(1997)

対前回

増減率

市区町村名 11年

(1999)

9年

(1997)

対前回

増減率

1 三 本 木 町 126 140 △ 17.1 鶯 沢 町 107 140 △ 27.4
2 北 上 町 58 51 △ 15.7 三 本 木 町 729 910 △ 23.6
3 雄 勝 町 125 142 △ 15.6 石 越 町 276 360 △ 22.7
4 鶯 沢 町 43 48 △ 14.9 唐 桑 町 303 370 △ 20.3
5 石 越 町 77 89 △ 14.8 雄 勝 町 360 439 △ 20.2

　　　　年間商品販売額　（億円）

市区町村名 11年
(1999)

9年
(1997)

対前回
増減率

1 大 河 原 町 573 869 △ 36.6
2 一 迫 町 56 86 △ 36.5
3 津 山 町 20 29 △ 34.2
4 歌 津 町 23 25 △ 31.7
5 迫 町 674 925 △ 30.6
注　「増減率」は平成１１年調査において事業所の捕そくを行ったことから，平成９年以前の数値と整合性を保ち，

　　時系列を考慮したもので算出している。

順位

順位
実　　　数

実　　　数 実　　　数



８ 広 域 圏 別 の 状 況

（１）商店数

広域圏別の前回比をみると，石巻圏（前回比△９．６％減 ，気仙沼・本吉圏）

（同△９．２％減）をはじめ全ての広域圏で減少となっている。

， ． （ ） ， ，構成比をみると 仙台都市圏５７ ５％ ２万５６４店 が最も多く 次いで

石巻圏１０．８％（３８６０店 ，大崎圏９．７％（３４７４店）とこの３広域）

圏で全体の７８．０％（５万７８９８店）を占めている。

（第１９図，分析表第３表参照）

第 １ ９ 図 広 域 圏 別 商 店 数 の 構 成 比 の 推 移

（２）従業者数

広域圏別の前回比をみると，増加した広域圏は，３広域圏で，うち最も増加し

たのは登米圏（前回比５．９％増）と大崎圏（同１．９％増）で仙台都市圏（同

０．０％増）は横ばいであった。

一方減少した広域圏は，４広域圏で，うち最も減少したのは栗原圏（前回比△

４．２％減）であった。次いで，石巻圏（同△２．８％減 ，気仙沼・本吉圏（同）

△０．４％減 ，仙南圏（同△０．２％減）などとなっている。）

， ． （ ） ，構成比をみると 仙台都市圏６９ ３％ １７万７１１５人 がもっとも多く

次いで，石巻圏８．１％（２万６３２人 ，大崎圏７．６％（１万９３０６人））

とこの３広域圏で全体の８５．０％（２１万７０５３人）を占めている。

（第２０図，分析表第３表参照）

第 ２ ０ 図 広 域 圏 別 従 業 者 数 の 構 成 比 の 推 移

仙南圏 仙台都市圏 大崎圏 栗原圏 登米圏 石巻圏 気仙沼･
本吉圏

仙南圏 仙台都市圏 大崎圏 栗原圏 登米圏 石巻圏 気仙沼･
本吉圏
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（３）年間商品販売額

広域圏別の前回比をみると，仙台都市圏（前回比△１８．４％減 ，登米圏（同）

△１７．８％減）をはじめ全ての広域圏で減少となっている。

構成比をみると，仙台都市圏８６．２％（１０兆８４４９億円）がもっとも多

く，次いで，石巻圏３．９％（４９３１億円 ，大崎圏３．６％（４５０９億円））

とこの３広域圏で全体の９３．７％（１１兆７８８９億円）を占めている。

（第２１図，分析表第３表参照）

第 ２ １ 図 広 域 圏 別 年 間 商 品 販 売 額 の 構 成 比 の 推 移
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